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意  見  書  （案） 

意見書案第１号 国土強靱化に資する社会資本整備等に関する意見書 

意見書案第２号 訪問介護報酬引き上げの再改定を早急に求める意見書 

意見書案第３号 
自動運転移動サービス等の社会実装に向けた環境整備を求める意

見書 

意見書案第４号 
慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ)の潜在的な患者に対する適切な対応

を求める意見書 

  



意見書案第１号 

  

   国土強靱化に資する社会資本整備等に関する意見書 

  

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和６年１０月２日 

 

発議者 北広島市議会議員  中 川 昌 憲 

賛成者    同      滝   久美子 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      藤 田   豊 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   本道の道路を取り巻く環境は、交通障害・交通事故・道路施設

の老朽化など多くの課題を抱えていることから、交通網の整備や

老朽化対策など、国土強靱化の取組をより一層推進するため、特

段の措置を講ずるよう強く要望する。 

       

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 



国土強靱化に資する社会資本整備等に関する意見書 

 

北海道は、豊かで美しい自然環境に恵まれ、広大な大地と海に育まれた豊富で新鮮な食を

強みに我が国の食料供給を担うとともに、特有の歴史・文化や気候風土などを有しており、

これらの独自性や優位性を生かしながら、将来にわたって持続可能な活力ある北海道の実現

を目指している。 

 しかしながら、本道の道路を取り巻く環境は、都市間を繋ぐ主要道路におけるミッシング

リンクをはじめ、自然災害に伴う交通障害、幹線道路や通学路における交通事故、道路施設

の老朽化など、多くの課題を抱えている。 

これらの課題を解消し、「食」や「観光」に関連する地域が持つ潜在力を最大限発揮させ

るためには、平常時・災害時を問わない安定した物流や、広域周遊観光を支える道路ネット

ワークの整備が必要不可欠である。加えて、積雪寒冷地である本道では、安定した除排雪体

制の確保など、冬期間の住民の安全・安心を図ることが必要である。 

そのため、地方財政が依然として厳しく、また資材価格の高騰や賃金水準の上昇に対応す

る中でも、道路整備・管理に必要な予算を安定的に確保することが重要である。 

よって、国及び政府においては、本年発生した能登半島地震や切迫する日本海溝・千島海

溝沿いの巨大地震を踏まえ、国民の日常生活に最も身近な市町村道から安全・快適に都市間

を繋ぐ道路に至る交通網の整備や老朽化対策など、国土強靱化の取組をより一層推進するた

め、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 賃金水準の上昇なども加味した上で、山積する道路整備の課題に対応していくため、

新たな財源の創設及び必要な予算を確保すること。 

 

２ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の推進はもとより、その後も

切れ目なく継続的・安定的に取組を進めるため、国土強靱化実施中期計画を令和６年

度内の早期に策定し、必要な予算・財源を別枠で確保すること。 

 

３ 都市間を繋ぐ主要道路におけるミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車

線化や、直轄国道の連携によるダブルネットワークの構築など、国土強靱化に資する

災害に強い道路ネットワークの整備を推進すること。 

 

４ 国土強靱化の事業計画等に基づく橋梁、トンネル等の老朽化対策を推進し、予防保全

による道路メンテナンスへ早期に移行するため、維持管理・更新事業に必要な技術的

支援の拡充や予算を長期安定的に確保すること。 

また、近年の異常気象により、積雪寒冷地においては、凍結融解の繰り返しによる舗

装の損傷が著しいことから、これに対応する制度創設や財政支援の充実・強化を図る



こと。 

 

５ 冬期交通における安全性の確保、通学路などの交通安全対策、無電柱化の推進など、

地域の安全な暮らしや経済活動を支える道路の整備や管理の充実を図ること。 

 

６ 維持管理に活用可能な交付金制度を創設するとともに、公営住宅や都市公園、下水道

など公共施設の長寿命化について、すべての管理施設の点検や診断、補修、更新が交

付対象となるよう採択要件を緩和するなど、地方負担の軽減を図ること。 

 

７ 冬期における円滑な交通確保のため、除排雪に必要な予算を確保するとともに、老朽

化が進行している除雪機械等の計画的な更新・増強が可能となるよう財政支援を強化

すること。 

 

８ 河川堤防の整備、河道の掘削など治水対策をより加速化させるため、また、遊水地群

の治水効果を最大限に発揮できるよう適切な維持管理をするためなど「流域治水」の

取組に必要な財政支援を更に強化すること。 

 

９ 災害発生時の迅速かつ円滑な復旧等のため、北海道開発局及び開発建設部の人員体制

の充実・強化を図ること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年１０月２日 

北海道北広島市議会 



意見書案第２号 

 

    訪問介護報酬引き上げの再改定を早急に求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和６年１０月２日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

               賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      藤 田   豊 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

                   

提案理由   政府が訪問介護の基本報酬を引き下げたことは、介護人材の確

保をますます困難にするものであることから、住み慣れた地域で

安心して日常生活を続けられるように、訪問介護事業者の経営や

ホームヘルパーの待遇を改善するために、訪問介護報酬を引き上

げるための再改定を早急に行うことを要望する。  

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



訪問介護報酬引き上げの再改定を早急に求める意見書 

 

訪問介護事業者の倒産が昨年過去最多を更新し、深刻な経営状況の事業者も少なくない中

で、4月から介護報酬の改定によって訪問介護の基本報酬が引き下げられた。一般社団法人

全国コープ福祉事業連帯機構が行った緊急アンケートでは、基本報酬の引き下げにより事業

収入が減収し、直行直帰型ヘルパーの人材不足が顕著になっていることが報告されている。

このままでは、在宅介護が続けられない事態になりかねない。 

介護保険が創設された2000年から最低賃金は約1.5倍となったが、訪問介護の基本報酬は

介護保険創設時よりも引き下げられるなど、全産業平均よりも賃金が低く抑えられてきた。

そのため、ホームヘルパーの高齢化と人手不足は危機的状況である。公益財団法人介護労働

安定センターが公表した令和4年度「介護労働実態調査」によれば、65歳以上の訪問介護員

が26.3％を占め、有効求人倍率は15.53倍（2022年度）にものぼっている。こうしたホーム

ヘルパーが置かれている現状について、2月2日に東京高等裁判所は「賃金支払いの法令順守

や賃金水準の改善と人材確保が長年の政策課題とされながら、課題解消に至っていない事実

は認められる」と認定している。 

訪問介護を取り巻く厳しい状況の中で、政府が基本報酬を引き下げたことは、介護人材の

確保をますます困難にするものである。 

よって、国及び政府においては、住み慣れた地域で安心して日常生活を続けられるように、

訪問介護事業者の経営やホームヘルパーの待遇を改善するために、訪問介護報酬を引き上げ

るための再改定を早急に行うことを要望する。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年１０月２日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第３号 

 

自動運転移動サービス等の社会実装に向けた環境整備を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和６年１０月２日 

 

発議者 北広島市議会議員  藤 田   豊 

               賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   すべての地方公共団体が高齢運転者の免許返納を安心して 

推進することができるよう、自動運転移動サービス等の社会実装

に向けた環境整備に向け、十分な予算措置や自動運転車両の利活

用への環境整備等に特段の取り組みを求める。 

 

提出先   関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



自動運転移動サービス等の社会実装に向けた環境整備を求める意見書 

 

高齢化社会が進んでいる現在、高齢者の運転による交通事故が社会問題となっている。２

０２３（令和５）年の高齢ドライバーによる交通事故発生件数は ４,８１９件、事故全体に

占める高齢運転者の事故割合は１５.４％となっており、２０１９（令和元）年の １８.１％

からは減少しているものの、依然として多発している状況である。 

７５歳以上・８０歳以上の運転免許保有者数の推移をみると、２０１９年の７５歳以上・

８０歳以上の免許保有者数（７５歳以上５８３万人・８０歳以上２２９万人）は、２００９

年の数値（７５歳以上３２４万人・８０歳以上１１９万人）と比較して、７５歳以上は約１．

８倍、８０歳以上は約１．９倍となっており、今後ますます高齢ドライバーが増えていくと

想定される。 

地方公共団体では、加齢に伴う身体機能や認知機能の低下により運転に不安を感じている

高齢運転者や、交通事故を心配する家族等周辺の方々から相談を寄せられていた等の経緯か

ら、運転免許の自主返納の取組みが進められる中で、免許返納後の移動の足の確保が大きな

課題となっている。政府では、高齢運転者による交通死亡事故の深刻な社会問題化を背景に、

免許返納者への公共交通割引施策を新規で実施する地方公共団体への支援を検討している

が、公共交通の空白地域には課題が残る。 

よって、政府においては、すべての地方公共団体が高齢運転者の免許返納を安心して推進

することができるよう、自動運転移動サービス等の社会実装に向けた環境整備に向け、十分

な予算措置や自動運転車両の利活用への環境整備等、下記の事項について特段の取り組みを

求める。 

記 

 

１ 高齢者の免許返納の促進に伴う自動運転移動サービスの導入において、過疎地域を包

含する地方公共団体に寄り添う形で、国の相談窓口の開設や、専門家の派遣等の伴走

型の支援体制を整えること。 

 

２ 安全性を第一に自動運転技術の開発があらゆるメーカーで進められている中で、自動

運転システムが主体となって車の操縦・制御等を行うレベル４以上の車両の開発促進

とともに、遠隔操作システムの導入を含めた行政における利活用の仕組みの検討など、

自動運転車両の実用化に向けた環境整備を加速すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年１０月２日 

北海道北広島市議会 

 



 

意見書案第４号 

 

  慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ)の潜在的な患者に対する適切な対応を 

 求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和６年１０月２日 

 

発議者 北広島市議会議員  藤 田   豊 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   高齢化が進行する我が国において、国民におけるＣＯＰＤの認

知度を高めると同時に、潜在的なＣＯＰＤ患者の早期診断と早期

治療への取組を強化し、その重症化予防対策を適切に進めるため

に、特段の対応を求める。      

 

 

 提出先   関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ)の潜在的な患者に対する適切な対応を求める意見書 

 

 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）は、主としてたばこの煙やＰＭ２．５などの有害物質を

長期に吸入暴露することで生じた肺の慢性疾患であり、症状としては咳、痰、息切れを特

徴とする。現在、ＣＯＰＤは、「健康日本２１」において、がん、循環器疾患、糖尿病と

並び、対策を必要とする主要な生活習慣病に位置付けられている。ＣＯＰＤでは、肺胞が

破壊されることにより、酸素の取り込みや二酸化炭素を排出する機能が低下する。ここで

一度破壊されてしまった肺（気管支や肺胞）は、治療によって元に戻らないため、重症化

する前段階で治療を開始することで進行を遅らせたり、急激に状態が悪化することを予防

したりすることが大切になる。また、ＣＯＰＤが進行し、息切れや症状悪化により身体活

動性が低下することで、フレイル（健康な状態と要介護状態の中間段階）に移行し、要介

護や寝たきりの可能性が増大するとも言われており、今後、介護費用の増大につながる可

能性も示唆されている。 

さらに、ＣＯＰＤは循環器疾患（狭心症等の心血管疾患、脳血管疾患）、がんなど、他

の慢性疾患との関連性も注目されている。日本ＣＯＰＤ疫学研究（NICE study）の調査に

よれば、国内のＣＯＰＤ患者は推定５３０万人とされているが、厚生労働省等のデータか

らは実際に治療を受けているのは約３６万２０００人にとどまっており、約５００万人が

未診断であると考えられる中、ＣＯＰＤの早期診断・早期治療への取組みの強化が必要で

ある。 

よって、政府においては、高齢化が進行する我が国において、国民におけるＣＯＰＤの認

知度を高めると同時に、潜在的なＣＯＰＤ患者の早期診断と早期治療への取組みを強化し、

その重症化予防対策を適切に進めるために、以下の事項について特段の対応を求める。 

 

記 

 

１ 地域におけるＣＯＰＤの検査体制の強化 

    ・地域の医療機関への、ＣＯＰＤを診断するスパイロメーターの配備を支援すると同

時に、臨床検査技師・保健師等により正確な計測を可能にする研修の実施やガイド

ラインの周知徹底。 

・画像検査（胸部Ｘ線や胸部ＣＴ検査）とプログラム医療機器を用いた肺の炎症状態

を定量的に測定する検査法の開発と普及。 

 

２ 受診勧奨対策及び重症化予防対策の推進 

・地方自治体における受診勧奨対策に対しての財政支援や保険者努力支援制度等、Ｃ

ＯＰＤの重症化や増悪を抑えるための取組み推進へのインセンティブ制度の導入。 

・ＣＯＰＤの重症化や増悪を抑えるため、インフルエンザワクチンや肺炎球菌ワクチ

ンの接種が積極的に活用されるよう検討を進めること。 

・ＣＯＰＤ関連の厚労科研費等の研究資金の確保など、ＣＯＰＤの重症化や増悪を抑



える新規治療薬開発のサポート体制の強化。 

 

 ３ ＣＯＰＤに対する認知度並びにヘルスリテラシーの向上 

   ・ＣＯＰＤに対する情報や知識の普及啓発について、かかりつけ医等の正しく豊富な

知識・経験に基づく適切な指導の展開や、学校教育から企業団体の保健指導など、

幅広い年齢層に対する教育や研修の推進。 

・ＣＯＰＤの症状などを紹介するチラシやＣＯＰＤのリスクが分かるチェックシー

ト（ＣＯＰＤ集団スクリーニング質問票など）の作成と配布等、ＣＯＰＤの認知度

向上及び死亡率低下への自治体の活動に対する財政支援。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年１０月２日 

北海道北広島市議会 

 


